
電話

（第 １ 章）

（第 ５ 節）

（第 １

①

②

③

④

①

②

人  件  費
（概算）

教室後生活ｱﾝｹｰﾄと認知機能検査

 成果指標
(目的の達成
 度を測るも
 のさし）

 市が行った
(行う)事務事
業の具体的な
実施内容

137

①合　計

0.20

135 296

　人との交流や読み書き・計算等の学習により脳の活性化を図り、地域に認知症
予防法が広がることで、高齢者が住みなれた地域で自分らしい生活を維持する。

41

　平成19年度の内容を継続実施。会場は北広島住民センター。学習サポーターの
追加募集を行う。

140

　平成18年度は教室開催の準備期間として、認知症予防研修受講、くもん認知症予防教室
視察、くもん学習療法センター担当者との打ち合わせを実施。
　平成19年度から本格実施。実施方法や教材は、くもん学習療法を取り入れ、週1回の教室
を全20回（5ヶ月間）開催。会場は中央会館。1回30分の読み書き・計算、学習ｻﾎﾟｰﾀｰとの
交流。定員20人（1ｺｰｽ10人を2ｺｰｽ実施）。参加料1回300円。教室のない6日間は10分間の自
宅学習を実施。学習ｻﾎﾟｰﾀｰは市民から公募。1回1000円の謝礼を支払う。研修１回実施。く
もん学習療法ｾﾝﾀｰ職員が講師（無料）。2ヵ月後にクラス会を実施。

39

129

道支出金

事務事業開始年度

(ここから成
 果指標を導
 きます）

〃  終了予定年度

対　　象
(誰､又は何を)

節

(何をねらっている
 のか。対象をどの
 ような状態にした
 いのか)

　一人で教室に通える概ね70歳以上で、物忘れが気になる一般高齢者
　（介護保険認定者を除く）

在宅福祉サービスの拡充

直接事業費

315

地方債

一般財源

17

67

37

その他特財

56

高齢者福祉

安全で安心できるまち

（総合計画での
  位置付け） 施策

62

21年度（予定）

【事業費の推移】

施策）

74

手　　段

(ここから成
 果指標を導
 きます）

（単位：千円）

17

（※団体補助
等の場合はそ
の補助金によ
る団体の活動
内容を記載）

19
年
度
ま
で

20
年
度

81

２　実　施　（ドゥ）

18年度（決算）

34

区　　　　分 20年度（予算）

60

79

19年度（決算）

参加実数

　総　事　業　費 ①＋④ 495

人

④＝②×③

2,096

9,000

国支出金

参加延数

324

②人　数（年間）

③1人当り年間平均人件費

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

0.20

9,000

0.04

1,800

2,115

0.20

9,000

2,124

1,800

9,000

20

指　　　標　　　名

 活動指標
(事務事業の
 活動量や実
 績）

18年度

指　　　　　標　　　　　値

360360人

2017 20

294

19年度単位 21年度（目標）20年度（目標）

1,800360

80.00

20 20

18

80.00

70.00

回 18

70.00

76.50

17.31人あたり参加回数

回

【指標の定義（算式等）】

年間開催数

教室前後の認知機能検査

認知機能維持向上および生活好影
響の参加者割合

認知機能アップまたは維持率

【指標の定義（算式等）】

64.70

％

％

　平成２０年度事務事業評価調書（継続用）

１　計　画　（プラン）

上位施策との関連 章

別紙１

H18

作成日

　介護保険法

事務区分

根拠法令等

整理番号 21-36 事務事業名

■自治事務　　□法定受託事務　

（介護予防事業）
脳の健康教室

目　　的

意　　図

内線６９４

課長職名 平成２０年６月２５日部長職名 三上正美

保健福祉部高齢者支援課作成部署

内山浩一

北広島市



□

□

□

■

□休・廃止
□終了

□統合
□休・廃止
□終了

□拡大重点化

□見直し

【２次評価】

　 内部評価委員会
   の総合判定

■現状継続

　　□有　　　　■無

【１次評価】

□拡大重点化
■現状継続

　 事務事業担当
　 部局の総合判定 　社会的な高齢社会の進展により、認知症の増加

が予想されるため、参加者に対する認知症予防の
効果を検討し、市民から公募した学習サポーター
の協力をえて教室を継続する。
　教室終了後も参加者が継続した取り組み、また
広く多くの市民に波及する方法を検討していく。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

今後の方向性

【外部評価】

　教室終了後の継続性の評価は現在の指標では把
握できないが、教室実施後の認知機能検査や参加
者の生活アンケートでは、７割以上の参加者に認
知機能や生活への好影響が見られ、効果が得られ
ている。

　教室が長期間にわたり、受け入れ定員に限界が
あるが、市民から学習サポーターを公募し、教室
活動に参加しており、地域への波及効果をねらっ
ている。

・受益者負担は適正か。
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
　ていないか。

　教材費の約2割の受益者負担をとっている。教室
参加者は広報等で広く募集しており、会場も1年ご
とに変更し、実施地域が限定しないように配慮し
ている。

4

 法律で実施が義務付けられている事務事業か

4

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか。（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか。
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

4
効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か。
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か。
　（公共性・公益性の度合）

評点区分 　　４　適切　　　　３　概ね適切　　　　２　改善の余地がある　　　　１　不適切

3

　１次評価のとおり。
　（社会的な高齢社会の進展により、認知症の増加が予想されるため、高齢者の認知
機能が上昇したという研究に基づくプログラムを取り入れた教室を平成19年度から実
施する。）
　なお、学習サポーターと連携を図り、事業を円滑に進めること。

[※参考]

民間活力の活用性評価
（事業担当部局が評価）

□統合

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

□見直し

今後の方向性

今後の方向性（課題と解決方法等）

前年度の
２次評価

判　　定

現状継続

公
平
性

有
効
性

妥
当
性

今後の方向性

外部評価
委員会の
総合判定

　１次評価のとおり。

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

整理番号 21-36

　介護保険制度の介護予防事業に位置づけ、今後
高齢化率の上昇とともに、急激な増加が予想され
る認知症の予防対策として、行政が取り組む必要
がある。

□休・廃止
□終了

３　評　価　（チェック）

□拡大重点化
□現状継続
□見直し
□統合

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か。
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か。
　（手段有効度合）


